
魚津市告示第162号 

 

魚津市個人市民税減免取扱要綱を次のように定める。 

 

令和５年12月22日 

 

魚津市長　　村椿　晃 

 

 

 

魚津市個人市民税減免取扱要綱 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、魚津市税条例（昭和37年魚津市条例第１号。以下「条

例」という。）第40条に定めるもののほか、個人の市民税の減免に関する

取扱いについて、必要な事項を定めるものとする。 

（減免額） 

第２条　条例第40条第１項の規定により減免する個人市民税は、同条第２項

の申請書の提出があった日又は減免を受けようとする事由が発生した日（ 

以下「減免基準日」という。）以後に納期限が到来する個人市民税の額に

相当する額に減免割合を乗じた額とする。 

（減免対象） 

第３条　条例第40条第１項に規定する個人市民税の減免対象者、減免割合及

び減免基準日については、別表に定めるところによる。 

（条例第40条第２項に規定する納期限） 

第４条　条例第40条第２項に規定する納期限は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める期限とする。 

（１）　普通徴収の方法によって徴収する市民税　条例第30条第１項に規

定する納期の末日 

（２）　条例第34条に規定する給与所得に係る特別徴収の方法によって徴

収する市民税　給与の支払いの際に市民税が徴収されるべき日 

（３）　条例第37条の２に規定する公的年金等に係る所得に係る特別徴収

の方法によって徴収する市民税　公的年金等の支払いの際に市民税が徴

収されるべき日 

（申請書の添付書類） 

第５条　条例第40条第２項に規定する減免を受けようとする事由を証明する

書類（以下「添付書類」という。）は、次の各号に掲げる者の区分に応じ 

、当該各号に定める書類とする。 



（１）　条例第40条第１項第１号に該当する者　生活保護受給証明書 

（２）　条例第40条第１項第２号に該当する者　収入状況等申出書（様式

第１号）及び事情を証する書類 

（３）　条例第40条第１項第３号に該当する者　在学証明書又は学生証の

写し 

（４）　条例第40条第１項第５号に該当する者　罹災証明等災害による損

害の程度又は損害金額を証する書類 

２　前項の添付書類が証明する事由が公簿等で確認できる場合は、添付書類

を省略することができる。 

３　条例第40条第第２項に規定する市長が定める日は、次の各号に掲げる者

の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

（１）　条例第40条第１項第１号に該当する者　当該扶助を受けることと

なった日から６月以内の日 

（２）　条例第40条第１項第５号に該当する者　市長が別に定める日 

（減免の決定） 

第６条　市長は、条例第40条第第２項の申請書を受理した時は、当該申請書

の内容について速やかに審査し、減免の可否を決定し、当該決定内容を魚

津市税条例施行規則（昭和48年魚津市規則第29号）第８条第１項第39号に

規定する市税減免決定通知書により申請人に通知するものとする。 

２　市長は、前項の審査のため必要と認めるときは、地方税法（昭和25年法

律第226号）第298条により当該納税義務者及び世帯員の収入及び預貯金の

状況等について質問し、又は帳簿書類その他物件を検査し、若しくは当該

物件の提示若しくは提出を求めることができる。 

（減免の変更及び取消し） 

第７条　市長は、前条の減免の決定をした後に、市民税の賦課額に変更があ

ったときは、減免の変更を行うものとする。 

２　市長は、減免の決定を受けた者（以下「減免決定者」という。）が次の

各号のいずれかに該当するときは、減免の取消しを行うことができる。 

（１）　減免の決定を受けた者の資力の回復その他の事情の変化により、

減免する必要がないと市長が認めるとき。 

（２）　偽りその他の不正の手段により減免の決定を受けたとき。 

３　前２項の規定により減免の変更又は取消しを行ったときは、減免変更（ 

取消）通知書（様式第２号）により当該減免決定者に通知するものとする 

。 

附　則 

（施行期日） 

１　この告示は、令和６年１月１日から施行する。 



（市民税減免基準の廃止） 

２　市民税減免基準（平成31年魚津市告示第35号）は、廃止する。



別表（第３条関係） 

備考  

１　この表において、「収入見込額」とは、合計所得金額に係る収入額、退職所得

に係る収入額、法律等に規定する非課税所得に係る収入額及び預貯金等の額の合

計推計額からやむを得ない多額の支出をしたときの支出額及び所有する資産につ

いて損害を受けたときの損害額を差し引いた額をいう。  

２　この表において、「生活保護基準相当額」とは、申請日における生活保護法に

よる保護の基準（昭和38年厚生省告示第158号）による魚津市の地域の級地区分

を基にした生活扶助（基準生活費に障害者加算、母子加算及び児童養育加算を加

算した額）、教育扶助及び住宅扶助の合計額に12を乗じて得た額をいう。  

 
区分 減免対象者 減免割合 減免基準日

 条例第40条

第１項第１

号に該当す

る者

生活保護法（昭和25年法律第144号）

第11条第１項各号の扶助を受ける被

保護者

全部 当該扶助を

受けること

となった日

 条例第40条

第１項第２

号に該当す

る者

失業、廃業、負傷、疾病、被災その

他納税義務者の責めに帰すべき事由

によらない事情により、次の各号の

いずれかに該当する者であって、当

該納税義務者及び世帯員の当該年の

収入見込額が生活保護基準相当額以

下であるもの  
（１）　当該年の合計所得金額の

見込額が皆無又は前年の合計所

得金額と比較して著しく減少し

た（当該年の合計所得金額の減

少見込額が前年の合計所得金額

の10分の３以上の額であること

をいう。）者  
（２）　やむを得ない多額の支出

をした者  
（３）　所有する資産について損

害を受けた者

全部 申請日

 条例第40条

第１項第３

号に該当す

る者

所得税法（昭和40年法律第33号）第

２条第１項第32号に規定する勤労学

生

全部 申請日

 条例第40条

第１項第５

号に該当す

る者

市の全部又は一部の地域にわたり広

範囲に発生した災害と市長が認めた

災害により被災した者であって、災

害被害者に対する地方税の減免措置

等について（平成12年４月１日自治

税企第12号自治事務次官通知）に掲

げる事由等に該当するもの

災害被害者に対

する地方税の減

免措置等につい

てに掲げる基準

当該災害を

受けた日



３　この表において、「合計所得金額」とは、地方税法第292条第13号に規定する

合計所得金額をいう。  



様式第１号（第５条関係） 

年　月　日  

収入状況等申出書  

魚津市長　　　　宛  

申　請　者　住所　　　　　　　　　　　　　  

（納税義務者）氏名　　　　　　　　　　　　　  

 

１　納税義務者の世帯の状況  

 

２　納税義務者の所得・収入状況  

 

３　納税義務者の多額の支出、資産の損害の内容  

 
氏　名 続柄 生年月日 氏名 続柄 生年月日

 
本人

 

 

 

 前　年 本　年

 所得額 収入(見込)額 所得(見込)額
 

合
計
所
得
額

給　与 円 円 円

 
公的年金 円 円 円

 事業・農業・不動産 
その他（　　　　　　　）

円 円 円

 事業・農業・不動産 
その他（　　　　　　　）

円 円 円

 事業・農業・不動産 
その他（　　　　　　　）

円 円 円

 
計 ○Ａ 　　 　　  　　 　円 ○Ｂ 　　 　　  　　 　円 ○Ｃ 　               円

 
減少率　○Ａ －○Ｃ ／○Ａ ×100

 

□多額の支出  

□資産の損害

 
支出額・損害額

 
円



 ４　本年の世帯の1年間の収入(見込)額  

＊納税義務者は○Ｃ 以外の収入があれば追加で記入してください。  
＊給与は（　）に勤め先を、手当・その他は（　）に内容を記入してください。  
＊収入の内容が分かる書類（給与明細、支払明細、帳簿等）を持参ください。  

 

５　世帯の現在の預貯金等の状況  

＊(　)は金融機関名、銘柄等を記入してください。  
＊預貯金等の内容が分かる書類（通帳、証券等）を持参ください。  

 

私は、市民税及び森林環境税の減免申請に当たり、減免申請の内容を確認するため

に必要がある場合には、私及び私の世帯員の収入並びに預貯金の状況について、魚津

市が関係機関に対し帳簿書類その他物件を検査し、又は当該物件の提示若しくは提出

を求めることに同意します。  
　  
　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　  

申請者（納税義務者）　　　　　  

住所　　　　　　　　　　　　　　　　世帯員　　　  

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　氏名  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名  

 氏　名 収入(見込)額 内　容

 
納税義務者(本人) 円 合計所得額にかかる収入(見込)金額（○Ｃ を転記）

 
円

給与 ( 　　　　　　　) 年金  事業  農業  不動産  保険金  
退職金  手当 ･その他（　　　　　　　　　　　　　）

 
円

給与 ( 　　　　　　　) 年金  事業  農業  不動産  保険金  
退職金  手当 ･その他（　　　　　　　　　　　　　）

 
円

給与 ( 　　　　　　　) 年金  事業  農業  不動産  保険金  
退職金  手当 ･その他（　　　　　　　　　　　　　）

 
円

給与 ( 　　　　　　　) 年金  事業  農業  不動産  保険金  
退職金  手当 ･その他（　　　　　　　　　　　　　）

 
円

給与 ( 　　　　　　　) 年金  事業  農業  不動産  保険金  
退職金  手当 ･その他（　　　　　　　　　　　　　）

 
氏　名 残高・価額 内　容

 
円

現金　普通預金　定期預金　有価証券　その他  
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 
円

 
円

 
円

 
円

 
円



様式第２号（第７条関係） 

年　月　日 

 

減免変更（取消）通知書 

 

 

住所 

氏名　　　　　　　　　　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　魚津市長　　　　　　　印 

 

 

　　　年　月　日付けで決定した　　　年度市民税・県民税の減免に

ついて、下記により変更（取消）することに決定しましたので通知し

ます。 

 

記 

 

１　減　免　額　　　　　　　　　　　　　　　円 

 

２　減免変更（取消）額　　　　　　　　　　　円 

 

３　変更（取消）後の納付税額　　　　　　　　円 

 

４　変更（取消）理由 

 

 

 

 

 
この処分に不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月

以内に市長に対して審査請求をすることができます。この決定の取消しを求める訴えは、

前記の審査請求にかかる裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に市を被告

として（市長が被告の代表者となります。）提起できることとされています。なお、処分

の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができ

ないこととされていますが、①審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないと

き、②処分、処分の執行又は手続きの続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必

要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ない

でも処分の取消しの訴えを提起することができます。


